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1. 事業の概況 
(1)事業概況等 
近年、日本列島の各地で自然災害が多発し、その被害が当たり前のようにニュース等

により報道されています。上越地区に於いては、幸い能登半島地震以降は大きな自然災

害もなく穏やかな生活環境にありますが、経済的には不安定な環境といえます。 
海外では、アメリカのトランプ大統領の関税措置をめぐり、経済は先行き不透明とな

り為替や株価が大きく変動しています。当組合の営業エリアに於いても為替の動きによ

り、燃料費や原材料費高騰などの影響を受ける企業も少なくありません。 
東京商工リサーチによると、令和 6 年度の県内企業での負債額 1 千万円以上の倒産件

数は、前年比 26 件増の 127 件となり、2 年連続で 100 件を超えています。物価高や人

件費高騰などが響き、サービス業や建設業の倒産が増えました。負債額では約 20％減の

約 166 億円で、小規模企業の倒産が件数を押し上げています。従業員が 5 人未満の企業

の倒産が 44 件増の 89 件で全体の 7 割を占めました。 
令和 6 年から日銀の利上げが実施され、令和 7 年度中には政策金利が 1％に上昇する

と予測されていましたが、米国の関税措置もあり景況の先行き不透明感から先延ばしと

なる気配です。金利の急激な変動は、企業の資金繰りや投資計画にも影響し、同時に金

融機関にも大きく影響を与えます。 
令和 7 年 3 月期の当組合の決算業況は、預金残高は 696 億 8 千万円で対前年比 7 億 7

千万円増加、貸出金残高は 272 億 7 千万円で対前年比 6 億 7 千万円の増加となりまし

た。損益状況につきましては、本業利益のコア業務純益は黒字計上しましたが、保有す

る有価証券の損失処理により赤字計上となりました。 
令和 5 年度は倒産先が発生した事と、コロナ禍の影響による業績不振先に対し貸倒引

当金を多く積み増し赤字となりました。令和 6 年度は 2 期連続の赤字を避けるべく、上

期の決算では黒字を計上し半期ディスクロージャー誌にて報告させて頂きました。 
しかし、当組合が保有する海外債券は、近年の欧米の急激な金利上昇により時価額が下

落しました。この海外債券は満期時には時価額で払い戻されます。今後時価額が改善す

る見込みも薄く、更に下落すると推測し満期前ですが下期に損失処理を致しました。 
又、国内では、長期間に及ぶゼロ金利政策に終止符を打ち、政策金利引上げにより保有

する国債の評価額が下落しました。そのため、一部の低金利国債を選別し損失処理を致

しました。国債を売却し、戻って来た資金で新たに高金利の運用に切り替えれば、満期

まで持ち切るより有利となります。もう一つ、損失処理を選択した理由があります。有

価証券の評価損失額が大きく膨らみ一定の基準値に達した場合、その期に於いて利益を

計上しても、組合員の皆様に配当金を支払うことができなくなる規定があります。無配

当を避けるべく、有価証券の評価損失額がこれ以上大きくなる前に、損失処理を致しま

した。皆様には、2 期連続の赤字となり大変ご心配をお掛けしますが、ご理解を賜りた

く深くお詫びを申し上げます。 
令和 7 年度は、3 期連続の赤字は許されず、現実的な黒字計上計画を立てております。

自己資本比率は減少しましたが、国内基準の 4％を超えております。今後、取引先の経

営改善が進めば、今まで積み上げた引当金が戻入益として利益計上されます。今後も取

引先支援を優先に、ある程度の必要引当金も想定しながら利益を積み上げ、自己資本比

率を早期に回復し健全経営を維持して参ります。    
協同組織金融機関である「いとしん」は、組合員の皆様と常に寄り添い、地域経済の

発展と皆様の安定した生活をサポートできるよう役職員一同、全力で取り組んで参りま

す。何卒、従来にも増してご支援賜りますようお願い申し上げます。  
  

理事長  平野 嘉生 



　(2)　事業成績の推移

令和 ３ 年度 令和 ４ 年度 令和 ５ 年度 令和 ６ 年度

千円 千円 千円 千円

(注)金額は、単位未満を切り捨てて表示しております。(以下の各表における金額についても同様であります。)

　(3)　決算期後に生じた当組合の状況に関する重要な事実

該当なし

71,134

当 期 純 利 益 60,235 17,935 △ 581,387

外 国 為 替 取 扱 高
― ― ― ―

経 常 利 益 61,041 18,712 △ 580,611

総 資 産 76,129 72,934 71,043

内 国 為 替 取 扱 高 46,981 49,117 47,319 50,276

国 債 3,252 2,668 2,260 1,430

そ の 他 21,665 21,993 20,214 17,596

組 合 員 外 74 565 2,247 3,669

有 価 証 券 24,918

貸 出 金 26,400 25,988 26,600 27,271

組 合 員 26,325

47,126 47,577 48,663

21,326 21,014

24,661 22,475 19,027

△ 943,599

預 金 積 金 68,342 68,810 68,904

25,423 24,353 23,602

組 合 員 46,208

69,679

△ 942,801

組 合 員 外 22,134 21,684

区      分

百万円 百万円 百万円 百万円
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２．当組合の現況

　（１）　出資金の推移

　（２）　出資金の状況（当年度末現在）

　イ．普通出資

　　普通出資１口の金額 500 円

人 百万円

　ロ．優先出資

円

口

口

優 先 出 資 １ 口 の 金 額 ―

優先出資の総口数の最高限度 ―

発行済優先出資の総口数 ―

法　　　　　　　　人 698 39

合　　　　　　計 11,767 256

区　　　　　分 出　　資　　者　　数 出　　資　　金　　額

個　　　　　　　　人 11,069 217

普 通 出 資 金 255 256

優 先 出 資 金 ― ―

区　　　　　分 前　　年　　度　　末 当　　年　　度　　末

出　　　資　　　金

百万円 百万円

255 256
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　(3)　役員の状況

　イ．役員数

定款に定める理事数 人以上 12 人以内

定款に定める監事数 人以上 3 人以内

前　　年　　度　　末 当　　年　　度　　末

人 人

（ ） （ ）

（ ） （ ）

（ ） （ ）

　ロ．理事及び監事（当年度末現在）

平野　嘉生 令和 4 年 6 月 24 日

金子　一男 平成 25 年 6 月 26 日

早川　正明 平成 27 年 6 月 23 日

保坂　史子 令和 5 年 6 月 25 日

平成 9 年 5 月 23 日

髙瀬　吉洋 平成 18 年 6 月 28 日

佐藤　元春 平成 19 年 6 月 27 日

平成 26 年 6 月 24 日

木島　一 令和 元 年 6 月 21 日

熊木　晶 令和 4 年 6 月 24 日

令和 3 年 6 月 18 日

平成 25 年 6 月 26 日

令和 4 年 6 月 24 日

常勤理事 非代表 常勤 業務部令和7年通常総代会終結時

(注)　○囲みで表示しております監事は、協同組合による金融事業に関する法律第５条の３に規定する員外監
事であります。

監 事 金子　裕彦 令和7年通常総代会終結時 非代表 非常勤

監 事 永江　善昭 令和7年通常総代会終結時 非代表 非常勤 クリーニング会社社長

常勤監事 山本　英隆 令和7年通常総代会終結時 非代表 常勤

理 事 令和7年通常総代会終結時 非代表 非常勤 建設会社社長

理 事 令和7年通常総代会終結時 非代表 非常勤 建設会社社長

理 事 秋山　澄雄 令和7年通常総代会終結時 非代表 非常勤 税理士事務所所長

理 事 令和7年通常総代会終結時 非代表 非常勤 タイヤ販売会社社長

理 事 令和7年通常総代会終結時 非代表 非常勤 鉄工会社社長

理 事 鈴木　秀城 令和7年通常総代会終結時 非代表 非常勤 建設会社社長

常務理事 令和7年通常総代会終結時 代表 常勤 融資部

常務理事 令和7年通常総代会終結時 非代表 常勤 総務部

常勤・非
常勤の別

 担当部門又は主な

 職業

理 事 長 令和7年通常総代会終結時 代表 常勤 営業本部長

合　　　　　 計
（うち 非　常　勤 ）

13 13

8 8

役　　名 氏　　　名
就　　任
年 月 日

任期満了
年 月 日

代表・非
代表の別

10

6 6

監　　　　　　　 事
（うち 非　常　勤 ）

3 3

2 2

8

2

区 　　　　　分

理　　　　　　　 事
（うち 非　常　勤 ）

10

- 4 -



　（４）　職員の状況

人 人

歳 月 歳 月

年 月 年 月

(注)
1.平均年齢、平均勤続年数及び平均給与月額は、それぞれ単位未満を切り捨てて表示して
 おります。
2.職員数には、アルバイト、パート、非常勤嘱託および被出向の職員は含んでおりません。
3.平均給与月額は、3月中の平均給与月額であります。

　（５）　事務所等の状況

イ． 事務所数

（ ） 5 （ ）

（ ） 1 （ ）

（ ） 6 （ ）

0 0

0 0

代　　　理　　　店

店舗外現金自動設備

上 越 市 1 0 0

合 　　　計 6 0 0

店（うち出張所） 店（うち出張所）

糸 魚 川 市 5 0 0

平 均 給 与 月 額 300 千円 285 千円

区　　　　　 分 前 年 度 末 当 年 度 末

平 均 年 齢 42 6 42 8

平 均 勤 続 年 数 16 3 15 3

区　　　　分 前　年　度　末 当　年　度　末

職 員 数 60 62
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　　 ロ． 当年度の事務所の開設・廃止状況

　　 ハ． 信用協同組合代理業者の一覧

　　 二． 信用協同組合が営む銀行代理業等の状況

　　 ホ． 当年度の信用協同組合代理業者が信用協同組合代理業を営む営業所又は事務所の開設・廃止
状況

（６）　重要な子会社等（当年度末現在）

（７）　預金等総額及び員外預金比率の状況

億円 億円

％ ％

(注)　小数点以下第3位を切捨てております。

員 外 預 金 比 率 13.70 13.78

区　　分 当 年 度 開 始 時 翌 年 度 開 始 時

預 金 等 総 額 689 696

所属金融機関の商号又は名称

全国信用協同組合連合会

該当なし

該当なし

該当なし

該当なし
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別紙様式第２号

第 ７ 年 ３ 日現在） 貸　借　対　照　表

7 年 5 月 16 日　作成
7 年 6 月 6 日　備付

千円 千円

( )

( )
( )

資産の部合計 71,134,065 負債及び純資産の部合計 71,134,065

土 地 再 評 価 差 額 金 -

評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計 △ 837,217

純 資 産 の 部 合 計 1,043,796

組 合 員 勘 定 合 計 1,881,014

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金 △ 837,217

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 -

自 己 優 先 出 資 -

自 己 優 先 出 資 申 込 証 拠 金 -

（固定資産圧縮積立金） 26,629

当 期 未 処 理 損 失 金 895,682

そ の 他 利 益 剰 余 金 1,368,743
特 別 積 立 金 2,264,426
（ 経 営 安 定 積 立 金 ） -

利 益 剰 余 金 1,624,241
利 益 準 備 金 255,498

資 本 準 備 金 -
そ の 他 資 本 剰 余 金 -

（ う ち 個 別 貸 倒 引 当 金 ） △ 860,096 優 先 出 資 申 込 証 拠 金 -
資 本 剰 余 金 -

債 務 保 証 見 返 1,000 普 通 出 資 金 256,772
貸 倒 引 当 金 △ 1,019,356 優 先 出 資 金 -

繰 延 税 金 資 産 - （ 純 資 産 の 部 ）
再 評 価 に 係 る 繰 延 税 金 資 産 - 出 資 金 256,772

そ の 他 の 無 形 固 定 資 産 26,971 債 務 保 証 1,000
前 払 年 金 費 用 - 負 債 の 部 合 計 70,090,268

の れ ん - 繰 延 税 金 負 債 10,690
リ ー ス 資 産 - 再 評 価 に 係 る 繰 延 税 金 負 債 -

無 形 固 定 資 産 31,007 特 別 法 上 の 引 当 金 -
ソ フ ト ウ ェ ア 4,036 金 融 商 品 取 引 責 任 準 備 金 -

建 設 仮 勘 定 - 睡 眠 預 金 払 戻 損 失 引 当 金 1,100
そ の 他 の 有 形 固 定 資 産 26,996 偶 発 損 失 引 当 金 27,553

土 地 614,194 退 職 給 付 引 当 金 198,645
リ ー ス 資 産 - 役 員 退 職 慰 労 引 当 金 53,787

有 形 固 定 資 産 786,607 賞 与 引 当 金 13,158
建 物 145,416 役 員 賞 与 引 当 金 -

リ ー ス 投 資 資 産 - 資 産 除 去 債 務 -
そ の 他 の 資 産 113,760 そ の 他 の 負 債 15,914

金 融 派 生 商 品 - 金 融 商 品 等 受 入 担 保 金 -
金 融 商 品 等 差 入 担 保 金 - リ ー ス 債 務 28,813

先 物 取 引 差 金 勘 定 - 売 付 債 券 -
保 管 有 価 証 券 等 - 金 融 派 生 商 品 -

未 収 収 益 107,356 借 入 有 価 証 券 -
先 物 取 引 差 入 証 拠 金 - 売 付 商 品 債 券 -

全 信 組 連 出 資 金 356,600 先 物 取 引 差 金 勘 定 -
前 払 費 用 - 借 入 商 品 債 券 -

そ の 他 資 産 580,594 職 員 預 り 金 -
未 決 済 為 替 貸 2,876 先 物 取 引 受 入 証 拠 金 -

買 入 外 国 為 替 - 前 受 収 益 24,605
取 立 外 国 為 替 - 払 戻 未 済 金 1,545

外 国 他 店 預 け - 給 付 補 塡 備 金 287
外 国 他 店 貸 - 未 払 法 人 税 等 690

当 座 貸 越 1,481,310 未 決 済 為 替 借 8,911
外 国 為 替 - 未 払 費 用 24,296

手 形 貸 付 2,174,080 未 払 外 国 為 替 -
証 書 貸 付 23,462,842 そ の 他 負 債 105,063

貸 出 金 27,271,702 外 国 他 店 借 -
割 引 手 形 153,470 売 渡 外 国 為 替 -

株 式 54,980 外 国 為 替 -
そ の 他 の 証 券 4,394,977 外 国 他 店 預 り -

短 期 社 債 - 債 券 貸 借 取 引 受 入 担 保 金 -
社 債 9,912,723 コ マ ー シ ャ ル ・ ペ ー パ ー -

国 債 1,430,717 コ － ル マ ネ － -
地 方 債 3,233,899 売 現 先 勘 定 -

そ の 他 の 商 品 有 価 証 券 - 再 割 引 手 形 -
有 価 証 券 19,027,299 売 渡 手 形 -

商 品 地 方 債 - 借 入 金 -
商 品 政 府 保 証 債 - 当 座 借 越 -

商 品 有 価 証 券 - 譲 渡 性 預 金 -
商 品 国 債 - 借 用 金 -

買 入 金 銭 債 権 - 定 期 積 金 2,638,808
金 銭 の 信 託 465,338 そ の 他 の 預 金 218,527

買 現 先 勘 定 - 通 知 預 金 63,845
債 券 貸 借 取 引 支 払 保 証 金 - 定 期 預 金 32,718,519

買 入 手 形 - 普 通 預 金 33,355,509
コ ー ル ロ ー ン - 貯 蓄 預 金 313,781

現 金 777,608 預 金 積 金 69,679,269
預 け 金 23,212,262 当 座 預 金 370,278

科目 　金　　　額　 科目 　金　　　額　

（資産の部） （負債の部）

令和 糸 魚 川 信 用 組 合

令和 理事長 　平 野 嘉 生

７４ 期　　(令和 月 ３１

新潟県糸魚川市南寺町1丁目8番41号
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（注）
1 .記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。なお、以下の注記については、表示単位

未満を切り捨てて表示しております。
2 .有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定額法）、その

他有価証券については時価法（売却原価は主として移動平均法により算定）、ただし、市場価格のな
い株式等については移動平均法による原価法により行っております。
　なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理しております。

3 .金銭の信託において信託財産として運用されている有価証券の評価は、時価法により行っており
ます。

4 .有形固定資産（リース資産を除く）の減価償却は、定率法(ただし、平成10年4月1日以後に取得し
た建物(建物附属設備を除く)並びに平成28年4月1日以後に取得した建物附属設備及び構築物について
は定額法)を採用しております。また、主な耐用年数は次のとおりであります。　
　　　建物　17年～47年
　　　動産　 3年～20年

5 .無形固定資産（リース資産を除く）の減価償却は定額法により償却しております。
6 .所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る「有形固定資産」（及び「無形固定資産」）中のリ

ース資産の減価償却は、リース期間を耐用年数とした定額法により償却しております。
　なお、残存価額については、リース契約上に残価保証の取決めがあるものは当該残価保証額とし、
それ以外のものは零としております。

7 .外貨建資産・負債は、主として決算日の為替相場による円換算額を付しております。
8 .貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。

　日本公認会計士協会　銀行等監査特別委員会報告第4号 ｢銀行等金融機関の資産の自己査定並びに
貸倒償却及び貸倒引当金の監査に関する実務指針｣(令和4年4月14日)に規定する正常先債権及び
要注意先債権に相当する債権については、主として今後1年間の予想損失額又は今後3年間の予想損失
額を見込んで計上しており、予想損失額は、1年間又は3年間の貸倒実績又は倒産実績を基礎とした
貸倒実績率又は倒産確率の過去の一定期間における平均値に基づき損失率を求め、これに将来見込み
等必要な修正を加えて算定しております。破綻懸念先債権に相当する債権については、債権額から
担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額のうち必要と認める額を
計上しております。破綻先債権及び実質破綻先債権に相当する債権については、債権額から担保の
処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除した残額を計上しております。
　すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署の協力の下に資産査定部署が資産査
定を実施しております。

9 .賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対する支給見込額のうち、当事業
年度に帰属する額を計上しております。

10 .退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額
に基づき、必要額を計上しております。
　なお、当組合は複数事業主(信用組合等)により設立された企業年金制度(総合設立型企業年金基金)
を採用しております。当該企業年金制度に関する事項は次のとおりです。
（1）制度全体の積立状況に関する事項（令和6年3月31日現在）
　　 年金資産の額      　　　　　　　　249,416百万円
　　 年金財政計算上の数理債務の額      211,033百万円
　　 と最低責任準備金の額との合計額
     差引額 　                          38,382百万円
（2）制度全体に占める当組合の掛金拠出割合（令和5年4月分～令和6年3月分）    0.234％
（3）補足説明
　　 上記（1）の差引額の主な要因は、年金財政計算上の過去勤務債務残高9,895百万円（及び財政
　 上の剰余金48,278百万円）です。
　 　本制度における過去勤務債務の償却方法は期間8年の元利均等償却であり、当組合は当期の計算
   書類上、特別掛金9百万円を費用処理しております。なお、特別掛金の額はあらかじめ定められ
   た掛金率を掛金拠出時の標準給与の額に乗じることで算定されるため、上記（2）の割合は当組
   合の実際の負担割合とは一致しません。

11 .役員退職慰労引当金は、役員への退職慰労金の支払に備えるため、役員に対する退職慰労金の支給
見込額のうち、当事業年度末までに発生していると認められる額を計上しております。

12 .睡眠預金払戻損失引当金は、負債計上を中止した預金について、預金者からの払戻請求に備える
ため、将来の払戻請求に応じて発生する損失を見積もり必要と認める額を計上しております。

13 .偶発損失引当金は、信用保証協会の責任共有制度に基づく負担金の支出に備えるため、将来の負担
金支出見込額を計上しております。
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14 .収益の計上方法について、役務取引等収益は役務提供の対価として収受する収益であり、内訳とし
て「受入為替手数料」「その他の受入手数料」「その他の役務取引等収益」があります。このうち、
受入為替手数料は、為替業務から収受する受入手数料であり、送金、代金取立等の内国為替業務に基
づくものがあります。
 為替業務及びその他の役務取引等にかかる履行義務は、通常、対価の受領と同時期に充足されるた
め、原則として、一時点で収益を認識しております。

15 .金融商品の状況に関する事項
(1)　金融商品に対する取組方針
　　当組合は、預金業務、融資業務及び市場運用業務などの金融業務を行っております。
　　このため、金利変動などによる不利な影響が生じないように、資産及び負債の総合的管理(ALM)
　をしております。
(2)　金融商品の内容及びそのリスク
　　当組合が保有する金融資産は、主として事業地区内のお客様に対する貸出金です。
　　また、有価証券は、主に債券、投資信託及び株式であり、満期保有目的、純投資目的で保有し
　ております。
　　これらは、それぞれ発行体の信用リスク及び金利の変動リスク、市場価格の変動リスクに晒
　されております。
　　一方、金融負債は主としてお客様からの預金であり、流動性リスクに晒されております。
　　また、変動金利の預金については、金利の変動リスクに晒されております。
(3)　金融商品に係るリスク管理体制
　①　信用リスクの管理
　　当組合は、信用リスクに関する管理諸規程に従い、貸出金について、個別案件ごとの与信審査、
　与信限度額、信用情報管理、保証や担保の設定、問題債権への対応など与信管理に関する体制を
　整備し運営しております。
　　これらの与信管理は、各営業店のほか融資部により行われ、また、定期的に経営陣による常勤
　理事会や理事会を開催し、審議･報告を行っております。
　　有価証券の発行体の信用リスクに関しては総務部において、信用情報や時価の把握を定期的に
　行うことで管理しております。
　②　市場リスクの管理
 　(ⅰ)　金利リスクの管理
　　当組合は、ALMによって金利の変動リスクを管理しております。
　ALMに関する規則及び要領において、リスク管理方法や手続等の詳細を明記しており、ALM委員会
　において決定されたALMに関する方針に基づき、常勤理事会において実施状況の把握･確認、今後
　の対応等の協議を行っております。
　　日常的には総務部において金融資産及び負債の金利や期間を総合的に把握し、ギャップ分析や
　金利感応度分析等によりモニタリングを行い、月次ベースで常勤理事会に報告しております。
　（ⅱ） 為替リスクの管理
　　当組合は、為替の変動リスクに関して、個別の案件ごとに管理しております。
　（ⅲ） 価格変動リスクの管理
　　有価証券を含む市場運用商品の保有については、常勤理事会の方針に基づき理事会の監督の下、
　余資運用規程に従い行われております。
　　このうち、総務部では、市場運用商品の購入を行っており、事前審査、投資限度額の設定のほか、
　継続的なモニタリングを通じて、価格変動リスクの軽減を図っております。
　　これらの情報は総務部を通じ、理事会及び常勤理事会において定期的に報告されております。
　（ⅳ） 市場リスクに係る定量的情報
　　当組合において、主要なリスク変数である金利リスクの影響を受ける主たる金融商品は、
　「預け金」、「有価証券」のうち債券、「貸出金」、「預金積金」、「借用金」であります。
　当組合では、これらの金融資産及び金融負債について、「協同組合による金融事業に関する法律
施行規則第六十九条第一項第五号二等の規定に基づき、自己資本の充実の状況等について金融庁長官
が別に定める事項(平成十九年金融庁告示第十七号)」において通貨ごとに規定された金利ショックを
用いた時価(または現在価値)の変動額を市場リスク量とし、金利の変動リスクの管理にあたっての
定量的分析に利用しております。
　当該変動額の算定にあたっては、対象の金融資産及び金融負債を(固定金利群と変動金利群に分け
て、)それぞれ金利期日に応じて適切な期間に残高を分解し、期間ごとの金利変動幅を用いており
ます。
　なお、金利以外のすべてのリスク変数が一定であると仮定し、当事業年度末において、上方パラ
レルシフト(指標金利の上昇をいい、日本円金利の場合 1.00%上昇等、通貨ごとに上昇幅が異なる)が
生じた場合、時価(または経済価値)は、1,319百万円減少するものと把握しております。
　当該変動額は、金利を除くリスク変数が一定の場合を前提としており、金利とその他のリスク変数
との相関を考慮しておりません。
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　また、金利の合理的な予想変動幅を超える変動が生じた場合には、算定額を超える影響が生じる
可能性があります。
　③　資金調達に係る流動性リスクの管理
　　当組合は、ALMを通して、適時に資金管理を行うほか、資金調達手段の多様化、市場環境を
　考慮した長短の調達バランスの調整などによって、流動性リスクを管理しております。
(4)　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　　金融商品の時価には、市場価格に基づく価格のほか、市場価格がない場合には合理的に算定
　された価格が含まれております。当該価格の算定においては一定の前提条件等を採用している
　ため、異なる前提条件等によった場合、当該価格が異なることもあります。

16 .金融商品の時価等に関する事項
　令和7年3月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、次のとおりであります（時
価等の評価技法（算定方法）については（注1）参照）。なお、市場価格のない株式等は、次表には
含めておりません（（注2）参照）。

(*1)　貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除しております。
(注1)　金融商品の時価等の算定方法
　金融資産
　(1)　預け金
　　　満期のない預け金については、時価は帳簿価格と近似していることから、当該帳簿価格を時
　　価としております。満期のある預け金については、市場金利で割り引くことで現在価値を算定
　　し、当該現在価値を時価とみなしております。
　(2)　有価証券
　　　株式は取引所の価格、債券は取引所の価格又は取引金融機関から提示された価格によってお
　　ります。投資信託は取引所の価格又は公表されている基準価額によっております。
　(3)　貸出金
　　　貸出金は、以下の①～②の合計額から、貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当
　　金を控除する方法により算定し、その算出結果を簡便な方法により算出した時価に代わる金額
　　として記載しております。
　　①　6ヶ月以上延滞債権等、将来キャッシュ･フローの見積もりが困難な債権については、その
　　　貸借対照表の貸出金勘定に計上している額（貸倒引当金控除前の額）
　　②　①以外は、貸出金の種類ごとにキャッシュ･フローを作成し、元利金の合計額を市場金利
　　　で割り引いた価格を時価とみなしております。
　金融負債
　(1)　預金積金
　　　要求払預金については、決算日に要求された場合の支払額(帳簿価格)を時価としてみなして
　　おります。定期預金の時価は、一定の金額帯および期間帯ごとに将来キャッシュ･フローを作成
　　し、元利金の合計額を一種類の市場金利で割り引いた価格を時価とみなしております。
　(2)　借用金
　　　借用金については、帳簿価額を時価としております。

(単位:百万円)

貸借対照表

計   上   額

(1)     預け金 23,212 23,118 △ 94
(2)     有価証券

満期保有目的の債券 4,379 4,083 △ 295
その他有価証券 14,618 14,618 ―

(3)     貸出金 27,271
貸倒引当金 (*1) △ 1,019

26,252 26,407 155

68,462 68,228 △ 234
(1)     預金積金 69,679 69,465 △ 213
(2)     借用金 ― ― ―

69,679 69,465 △ 213

時　　価 差　　　額

金融資産計

金融負債計
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(注2)　市場価格のない株式等及び組合出資金の貸借対照表計上額は次のとおりであり、金融商品の
　　 時価情報には含まれておりません。

(*1)　非上場株式及び出資金については、企業会計基準適用指針第19号「金融商品の時価等の開示に
　　関する適用指針」に基づき、時価開示の対象とはしておりません。
(*2)　当事業年度において、非上場株式等について減損処理を行っておりません。
(*3)　組合出資金については、企業会計基準適用指針第31号「時価の算定に関する会計基準の適用指
　　針」に基づき、時価開示の対象とはしておりません。

17 .有価証券の時価、評価差額等に関する事項は次のとおりであります。これらには｢国債｣、｢地方債｣
｢社債｣、「株式」、｢その他の証券｣が含まれております。以下 20.まで同様であります。
(1)　売買目的有価証券に区分した有価証券はありません。
(2)　満期保有目的の債券
【時価が貸借対照表計上額を超えるもの】
                貸借対照表       時   価         差   額
                計  上  額
   そ の 他     1,099百万円     1,131百万円       32百万円
    小  計      1,099           1,131             32
【時価が貸借対照表計上額を超えないもの】
                貸借対照表         時   価        差   額
                計  上  額
　 国　　債     　477百万円       475百万円      △1百万円
   社　　債     　100百万円     　 58百万円     △41百万円
   そ の 他     2,702百万円     2,417百万円    △285百万円
    小  計　 　 3,280           2,951          △328
   合    計     4,379           4,083          △295
　（注）時価は当事業年度末における市場価格等に基づいております。
(3)　その他有価証券
【貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの】
                 貸借対照表       取得原価       差   額
                 計  上  額
　株     式         15百万円          1百万円       13百万円
　債     券        924              917              6
   国    債        206              199              6
   地 方 債        300              300              0
   社　  債        418              417              0
  そ の  他         48               38             10
    小  計         988              958             30
【貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの】
                 貸借対照表       取得原価       差   額
                 計  上  額
　株     式         14百万円         19百万円      △4百万円
　債     券     13,075           13,850          △775
   国    債        746              895          △149

   地 方 債      2,933            3,128          △195

   社    債      9,394            9,826          △431

  そ  の 他        540              593           △52

    小  計      13,630           14,463          △833

   合    計     14,618           15,421          △802
(注1)　貸借対照表計上額は、当事業年度末における市場価格等に基づく時価により、それぞれ計上
　　　したものであります。
(注2)  その他有価証券で時価のあるもののうち、当該有価証券の時価が取得原価に比べて著しく
　　　下落しており、時価が取得原価まで回復する見込があると認められないものについては、
　　　当該時価をもって貸借対照表価額とするとともに、評価差額を当事業年度の損失として処理
　　　（以下「減損処理」という。）しております。

（単位：百万円）
区　　　分 貸借対照表計上額

非上場株式（＊1） 25
出資金（＊1） 357
組合出資金（＊3） 4

合　　　計 386
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　　　  当該事業年度における減損処理は、行っておりません。また、時価が「著しく下落した」と
　　　判断するための基準は以下の(1)～(2)であります。
　　　(1)　時価が取得原価と比較し50％以上下落した場合
　　　(2)　時価が取得原価と比較し30％以上50％未満下落した有価証券で、下記の有価証券以外の
　　　　 場合
　　　　① 当組合の自己査定基準に基づき、有価証券発行会社の債務者区分が下記である場合
　　　　　ａ 債務者区分が正常先であり下落率が50％未満の場合
　　　　　ｂ 債務者区分が要注意先であり下落率が40％未満の場合
　　　　② 格付機関を利用する場合であって、当該格付が「ＢＢＢ」相当以上の場合
　　　　③ 上記以外の有価証券で、下落率が40％未満の場合(格付が「ＢＢ」相当以下の有価証券
　　　　　を除く)

18 .当事業年度中に売却した満期保有目的の債券はありません。
19 .当期中に売却したその他有価証券は次のとおりであります。

　　　 　売却価額　　　　　売却益　　　　 売却損
    　 3,581百万円        7百万円 　    789百万円 

20 .その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の期間毎の償還予定額は次のとおり
であります。
　　　　　　　　　　　  1年以内  　　　　1年超　　　　  5年超　　　　　10年超
　　　　　　　　　　　　　　　　　　    5年以内　　　  10年以内
　　　国　　債     　    －百万円  　　　477百万円　　  206百万円  　  746百万円
　　　地 方 債     　   179　　　  　　  510      　　1,622            921
　　　社　　債     　 2,398        　  3,611          3,166         　 735
　　　そ の 他        　300 　   　　　  699　　　　  1,200　　　 　 1,602
　　　合    計　 　   2,878 　　　 　  5,299       　 6,195        　4,005

21 金銭の信託の保有目的別の内訳は次のとおりであります。
　　　その他保有目的の金銭の信託
　　　　貸借対照表計上額　　　　　　　　　465百万円
　　　　当期の損益に含まれた評価差額　　　 －百万円
　　　運用目的の金銭信託及び満期保有目的の金銭の信託の取扱いはありません。

22 .協同組合による金融事業に関する法律及び金融機能の再生のための緊急措置に関する法律に基づく
債権は次のとおりであります。
　破産更生債権及びこれらに準ずる債権額　　520百万円
　危険債権額　　　　　　　　　　　　　　1,536百万円
　三月以上延滞債権額　　　　　　　　　　　 －
　貸出条件緩和債権額　　　　　　　　　　　112百万円
　合計額　　　　　　　　　　　　　　　　2,169百万円

　破産更生債権及びこれらに準ずる債権とは、破産手続開始、更生手続開始、再生手続開始の申立て
等の事由により経営破産に陥っている債務者に対する債権及びこれらに準ずる債権であります。
　危険債権とは、債務者が経営破産の状態には至っていないが、財政状態及び経営成績が悪化し、
契約に従った債権の元本の回収及び利息の受取りができない可能性の高い債権で破産更生債権及び
これらに準ずる債権に該当しないものであります。
　三月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から三月以上遅延している貸出金
で破産更生債権及びこれらに準ずる債権並びに危険債権に該当しないものであります。
　貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の
支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で、破産更
生債権及びこれらに準ずる債権、危険債権並びに三月以上延滞債権に該当しないものであります。
　なお、債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。

23 .手形割引は、業種別委員会実務指針第2４条に基づき金融取引として処理しております。これにより
受け入れた銀行引受手形、商業手形荷付為替手形は、売却又は担保という方法で自由に処分できる
権利を有しておりますが、その額面金額は153百万円であります。

24 .当座貸越契約及び貸出金に係るコミットメントライン契約は、顧客から融資実行の申し出を受けた
場合に、契約上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸付けることを
約する契約であります。これらの契約に係る融資未実行残高は、3,912百万円であります。
これはすべて原契約期間が1年以内のもの又は任意の時期に無条件で取消可能なものであります。  
　なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高そのも
のが必ずしも当組合の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。これらの契約
の多くには、金融情勢の変化、債権の保全、その他相当の事由があるときは、当組合が実行申し込み
を受けた融資の拒絶又は契約限度額の減額をすることができる旨の条件が付けられております。
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　また、契約時において必要に応じて不動産・有価証券等の担保を徴求するほか、契約後も定期的に
予め定めている当組合内手続きに基づき顧客の業況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信
保全上の措置等を講じております。

25 .有形固定資産の減価償却累計額  917百万円
26 .貸借対照表に計上した有形固定資産のほか、電子計算機等及び営業用車両についてリース契約によ

り使用しています。
27 .理事及び監事との間の取引による理事及び監事に対する金銭債権総額  92百万円
28 .繰延税金資産及び繰延税金負債の主な発生原因別の内訳は、それぞれ以下のとおりであります。

　　繰延税金資産
　　　貸倒引当金損金算入限度額超過額　　　　 241　 百万円
　　　退職給付引当金損金算入限度額超過額　　  56
　　　減価償却超過額　　　　　　　　　　　　　 7　 
　　　税務上の繰越欠損金　　　　　　　　　　 246
　　　その他有価証券評価差額金　　　　　　　 237
　　　その他　　　　　　　　　　　　　　　　  42
　　繰延税金資産小計　　　　　　　　　　　   831
　　評価性引当額　　　　　　　　　　　　   △831
　　繰延税金資産合計　　　　　　　　　　　　　―
　　繰延税金負債
　　　固定資産圧縮積立額　　　　　　　　　　　10
　　　有価証券評価差額金　　　　　　　　　　　―
　　繰延税金負債合計　　　　　　　　　　　　　10
　　繰延税金負債の純額　　　　　　　　　　　　10
（注1）税務上の繰越欠損金及びその繰延税金資産の繰越期限別の金額

 （a）税務上の繰越欠損金は、法定実効税率を乗じた額であります。
29 .重要な会計上の見積り

　会計上の見積りにより当事業年度に係る計算書類にその額を計上した項目であって、翌事業年度に
係る計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次のとおりです。
　貸倒引当金　1,019百万円
　貸倒引当金の算出方法は、重要な会計方針として8.に記載しております。
主要な仮定は、「債務者区分の判定における貸出先の将来の業績見通し」であります。
「債務者区分の判定における貸出先の将来の業績見通し」は、各債務者の収益獲得能力を個別に評価
し、設定しております。
なお、個別貸出先の業績変化等により、当初の見積りに用いた仮定が変化した場合は、翌事業年度に
係る計算書類における貸倒引当金に重要な影響を及ぼす可能性があります。

30 .担保に提供している資産は､次のとおりであります。
　　　担保提供している資産　　　　　　預け金　　4,100百万円
　　　担保資産に対応する債務　　　　　借用金　　 　－

31 .出資１口当たりの純資産額は　2,032円53銭です。

(単位:百万円)

239 246

1年以内
1年超

2年以内
2年超

3年以内
3年超

4年以内
4年超

△6 ― ― △239

合計

税務上の繰越
欠損金（a）

― 6 ― ―

△246

繰延税金資産 ― ― ― ― ― ―

評価性引当額 ―
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別紙様式第３号

令和 ６ 年 ４ 月 １ 日 から

令和 ７ 年 ３ 月 ３１日 まで

7 年 5 月 16 日　作成
7 年 6 月 6 日　備付

千円

(注)
1 .記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
2 .出資１口当たりの当期純損失　1,837円70銭

第 ７４ 期 ［ ］ 損　益　計　算　書

令和 新潟県糸魚川市南寺町1丁目8番41号
令和 糸 魚 川 信 用 組 合

理事長 　平 野 嘉 生
科　　　　　　　　　　目 金 額

経 常 収 益 829,065
資 金 運 用 収 益 738,495

貸 出 金 利 息 476,036
預 け 金 利 息 66,270
買 入 手 形 利 息 -
コ － ル ロ － ン 利 息 -
買 現 先 利 息 -
債 券 貸 借 取 引 受 入 利 息 -
有 価 証 券 利 息 配 当 金 183,993
金 利 ス ワ ッ プ 受 入 利 息 -
そ の 他 の 受 入 利 息 12,195

役 務 取 引 等 収 益 53,401
受 入 為 替 手 数 料 23,836
そ の 他 の 役 務 収 益 29,564

そ の 他 業 務 収 益 11,352
外 国 為 替 売 買 益 -
商 品 有 価 証 券 売 買 益 -
国 債 等 債 券 売 却 益 -
国 債 等 債 券 償 還 益 581
金 融 派 生 商 品 収 益 -
そ の 他 の 業 務 収 益 10,771

そ の 他 経 常 収 益 25,815
貸 倒 引 当 金 戻 入 益 -
償 却 債 権 取 立 益 -
株 式 等 売 却 益 7,744
金 銭 の 信 託 運 用 益 18,054
そ の 他 の 経 常 収 益 17

経 常 費 用 1,771,866
資 金 調 達 費 用 32,708

預 金 利 息 32,490
給 付 補 塡 備 金 繰 入 額 218
譲 渡 性 預 金 利 息 -
借 用 金 利 息 -
売 渡 手 形 利 息 -
コ ー ル マ ネ ー 利 息 -
売 現 先 利 息 -
債 券 貸 借 取 引 支 払 利 息 -
コ マ － シ ャ ル ・ ペ － パ － 利 息 -
金 利 ス ワ ッ プ 支 払 利 息 -
そ の 他 の 支 払 利 息 -

役 務 取 引 等 費 用 65,993
支 払 為 替 手 数 料 9,379
そ の 他 の 役 務 費 用 56,613

そ の 他 業 務 費 用 791,270
外 国 為 替 売 買 損 -
商 品 有 価 証 券 売 買 損 -
国 債 等 債 券 売 却 損 789,453
国 債 等 債 券 償 還 損 1,102
国 債 等 債 券 償 却 -
金 融 派 生 商 品 費 用 -
そ の 他 の 業 務 費 用 713

経 費 657,523
人 件 費 414,176
物 件 費 222,834
税 金 20,513

そ の 他 経 常 費 用 224,370
貸 倒 引 当 金 繰 入 額 215,212
貸 出 金 償 却 10
株 式 等 売 却 損 -
株 式 等 償 却 -
金 銭 の 信 託 運 用 損 -
そ の 他 資 産 償 却 -
そ の 他 の 経 常 費 用 9,147

経 常 損 失 942,801
特 別 利 益 -

固 定 資 産 処 分 益 -
負 の の れ ん 発 生 益 -
金 融 商 品 取 引 責 任 準 備 金 取 崩 額 -
そ の 他 の 特 別 利 益 -

特 別 損 失 108
固 定 資 産 処 分 損 -
減 損 損 失 108
金 融 商 品 取 引 責 任 準 備 金 繰 入 額 -

943,599

そ の 他 の 特 別 損 失 -
税 引 前 当 期 純 損 失 942,909
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 690

繰 越 金 （ 当 期 首 残 高 ） 47,916
当 期 未 処 理 損 失 金 895,682

法 人 税 等 調 整 額 -
法 人 税 等 合 計 690
当 期 純 損 失
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令和6年度剰余金処分案 （単位：円）

（ ）

科　　目 金　　額

当 期 未 処 理 損 失 金 895,682,638

　　これを次のとおり処分いたします。

繰 越 金 （ 当 期 末 残 高 ） 50,491,702

計 3,825,660

出 資 配 当 金 ( 年 1 ％ ) 2,551,160

利 益 準 備 金 1,274,500

950,000,000

950,000,000

計 54,317,362

積 立 金 取 崩 額

（ 特 別 積 立 金 ）
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糸 魚 川 信 用 組 合

理 事 会  御 中

独立監査人の監査報告書

岩渕道男公認会計士事務所

長野県松本市

公認会計士

令和 7年 5月 22日

高岡公認会計士事務所

長野県松本市

公認会計士

_,    _

そ%1重.三カ

角la ttkた
<計算書類等監査 >
監査意見

私たちは、協同組合による金融事業に関する法律第 5条の 8第 3項の規定に基づき、糸魚
川信用組合の令和 6年 4月 1日 から令和 7年 3月 31日 までの第74期事業年度の剰余金処分
案を除く計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書及び注記並びにその附属明細書 (以

下、これらの監査の対象書類を「計算書類等」という。)に ついて監査を行った。
私たちは、上記の計算書類等が、協同組合による金融事業に関する法律及び同施行規則並

びに我が国において一般に公正妥当と認められる会計の慣行に準拠して、当該計算書類等に

係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認め

る。

監査意見の根拠

私たちは、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行っ

た。監査の基準における私たちの責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記

載されている。私たちは、我が国における職業倫理に関する規定に従って、組合から独立し
ており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。私たちは、意見表明
の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容

その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記
載内容を作成し開示することにある。また、監事の責任は、その他の記載内容の報告プロセ

スの整備及び運用における理事の職務の執行を監視することにある。

私たちの計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、私
たちはその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。

計算書類等の監査における私たちの責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程にお
いて、その他の記載内容と計算書類等又は私たちが監査の過程で得た知識との間に重要な相
違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重
要な誤 りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
私たちは、実施 した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合
には、その事実を報告することが求められている。
その他の記載内容に関して、私たちが報告すべき事項はない。
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計算書類等に対する経営者及び監事の責任

経営者の責任は、協同組合による金融事業に関する法律及び同施行規則並びに我が国にお

いて一般に公正妥当と認められる会計の慣行に準拠 して計算書類等を作成し適正に表示す

ることにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適

正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成す

ることが適切であるかどうかを評価 し、協同組合による金融事業に関する法律及び同施行規

則並びに我が国において一般に公正妥当と認められる会計の慣行に基づいて継続企業に関

する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監事の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における理事の職務の執行を監視するこ

とにある。

計算書類等の監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施 した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は

誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書におい

て独立の立場から計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤

謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に

影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程
を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽

表示リスクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査

人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのもので

はないが、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応 じた適切な監査手続を立

案するために、監査に関連する内部統制を検討するな

経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行わ
れた会計上の見積 りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、
また、入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような

事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の

前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の

注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項
が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められ
ている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、

将来の事象や状況により、組合は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

計算書類等の表示及び注記事項が、協同組合による金融事業に関する法律及び同施

行規則並びに我が国において一般に公正妥当と認められる会計の慣行に準拠している
かどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並
びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価す
る。

監査人は、監事に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別し
た内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められている

その他の事項について報告を行 う。

<剰余金処分案に対する意見 >
剰余金処分案に対する監査意見

私たちは、協同組合による金融事業に関する法律第 5条の8第 3項の規定に基づき、糸魚
川信用組合の令和 6年 4月 1日 から令和 7年 3月 31日 までの第74期事業年度の剰余金処分
案について監査を行った。

私たちは、上記の剰余金処分案が法令及び定款に適合しているものと認める。
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剰余金処分案に対する経営者及び監事の責任

経営者の責任は、法令及び定款に適合した剰余金処分案を作成することにある。

監事の責任は、剰余金処分案作成における理事の職務の執行を監視することにある。

剰余金処分案に対する監査における監査人の責任

監査人の責任は、剰余金処分案が法令及び定款に適合して作成されているかについて意見

を表明することにある。

利害関係

組合と私たちとの間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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監 査 報 告 書

私たち監事は、令和 6年 4月 1日 から令和 7年 3月 31日 までの第 74期事業年度の理事の職

務の執行を監査いたしました。その結果につき以下のとおり報告いたします。

1.監査の方法及びその内容
各監事は、監事会が定めた監事監査基準に準拠し、他の監事と意思疎通及び情報の交換を図

るほか、監査の方針、監査計画等に従い、理事、監査室その他の職員等と意思疎通を図り、情

報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、理事会その他重要な会議に出席し、理事及

び職員等からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、組織及び規

程類を監査し、重要な決裁書類等を開覧し、本部
。本支店において業務及び財産の状況を調査

いたしました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書について検討いたし

ました。

さらに、会計監査人が独立の立場を保持 し、かつ、適正な監査を実施しているかを監査する

とともに、会計監査人からその職務の遂行状況について報告を受け、必要に応 じて説明を求め

ました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」(協

同組合による金融事業に関する法律施行規則 27条各号に掲げる事項)を 「監査に関する品質

管理基準」(企業会計審議会)等に従って整備 している旨の通知を受け、必要に応 じて説明を

求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る計算書類 (貸借対照表、損益計算書、剰余金処分

案)及びその附属明細書について検討いたしました。

2.監査の結果
(1)事業報告及びその附属明細書の監査結果
一 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、組合の状況を正しく示して
いるものと認めます。

二 理事の職務の執行に関する不正の行為又は法令若 しくは定款に違反する重大な事実
は認められません。

二 会計監査人の職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制に関し、指摘
すべき事項は認められません。

(2)計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人 公認会計士 岩渕 道男・ 公認会計士 高岡 敏夫 の監査の方法及び
結果は相当であると認めます。

令禾口7年 5月 22日

糸 魚 川 信 用 組 合

常勤監事
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(注)監事 金子裕彦は、協同組合による金融事業に関する法律第 5条の 3第 1項に定める員外監事であります。
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１．計算書類に関する事項
(1)　有形固定資産及び無形固定資産

（単位：千円）

％

建 物

土 地

リ ー ス 資 産

建 設 仮 勘 定

その他の有形固定資産

ソ フ ト ウ ェ ア

の れ ん

リ ー ス 資 産

その他の無形固定資産

（注）
1.　金額は、単位未満を切り捨てて記載しております（以下の各表における金額についても同様であります）。
2.　当期減少額の（　）は、減損損失の金額であります。

(2)　引　　当　　金
（単位：千円）

うち個別貸倒引当金

 貸倒引当金、賞与引当金、退職給付引当金、役員退職慰労引当金、睡眠預金払戻損失引当金、偶発損失引当金の「計上理由及び算定方法」については、
貸借対照表に注記しているため省略しております。

(3)　経　　費
（単位：千円）

（ 　）

（ 　）

（ 　）

（ 　）

（ 　）

（ 　）

（ 　）

（ 　）

資産の種類 当期首残高 当期増加額 当期減少額 当期償却額 期末帳簿価額 減価償却累計額 償却累計率

84.99

有形固定資産

-
108

(108)
- 614,194 -

- 12,225 145,416 823,595

-

156,782 860

- - - - - -

614,302

- - - - - -

1,598 - 14,030 26,996 94,151

-

-

77.72

有形固定資産計 810,514 2,458
108

(108)
26,256 786,607 917,747 -

39,428

無形固定資産

5,273 - - 1,236 4,036 - -

- - - - - -

- - - - - -

- - - 26,971 -

-

-

-

無形固定資産計 32,244 - - 1,236 31,007 - -

26,971

区　　　　分 当期首残高 当期増加高
当 期 減 少 高

当期末残高 計上理由及び算定方法
目的使用 そ の 他

貸 倒 引 当 金 985,009 1,019,356 180,866 804,143 1,019,356

864,344 860,096 180,866 683,477 860,096

22,869 - 198,645

賞 与 引 当 金 13,686 13,158 13,686 - 13,158

役員退職慰労引当金 48,619 5,168 - - 53,787

退 職 給 付 引 当 金 188,075 33,438

睡眠預金払戻損失引当金 1,113 1,100 - 1,113 1,100

824,145 1,313,601

偶 発 損 失 引 当 金 18,888 27,553 - 18,888 27,553

（注）

区　　　　　　　　　分 金　　　　　　　　　　　　額

人 件 費 414,176

合　　　　　計 1,255,393 1,099,775 217,422

報 酬 給 料 手 当 316,086

退 職 給 付 費 用 43,025

そ の 他 55,063

物 件 費 222,834

事 務 費 119,219

　　 （　　う　　ち　　旅　  費　 ・ 　交 　通 　費　） 901

　　 （　　う　　ち　  通　　　　　 信 　　　　　費　） 6,725

　　 （　　う　　ち　　事　務　機　械　 賃　 借　料　） 14,064

　　 （　　う　　ち　　事　　 務　　 委　　託　　費　） 78,498

固 定 資 産 費 40,614

　　 （　　う　　ち　　土　 地　 建　物　賃　借　料　） 9,139

　　 （　　う　　ち　　保　　 全　　 管　　理　　費　） 19,738

事 業 費 20,665

　　 （　　う　　ち　　広　　 告　　 宣　　伝　　費　） 10,589

　　 （　　う　　ち　　交 際 費・寄 贈 費・諸 会 費　） 9,245

税 金 20,513

合　　　　　　　　　計 657,523

人 事 厚 生 費 4,915

減 価 償 却 費 27,493

そ の 他 9,926
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(4)　子会社等に対する出資
該当なし

(5)　子会社等に対する金銭債権
該当なし

(6)　子会社等に対する金銭債務
該当なし

２．業務報告に関する事項

(1)　役員等の兼職等（当年度末現在）
該当なし

(2)　役員等又は役員等の兼職等先との間の取引状況（当年度末現在）
該当なし

(3)　役員に対する報酬

(注)上記以外に支払った役員退職慰労引当金、役員賞与金はありません。

（単位：千円）

区　　　分 当期中の報酬支払額 総会等で定められた報酬限度額

理　　　　事 38,769 50,000

監　　　　事 5,915 10,000

合  　　　計 44,685 60,000
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